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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標の推移については記載していな

い。 

２．売上高は、消費税等抜きで表示している。 

３．第179期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり純利益金額については、１株当たり四半期純

損失であり、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載していない。 

４．第179期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

  
回次 
  

第179期
第３四半期連結 

累計期間 

第179期
第３四半期連結 

会計期間 
第178期

会計期間 
  

自 平成20年12月１日
至 平成21年８月31日 

自 平成21年６月１日 
至 平成21年８月31日 

自 平成19年12月１日
至 平成20年11月30日 

売上高 （百万円）  60,811  18,939  101,674

経常利益 （百万円）  1,813  906  6,945

四半期（当期）純利益 

又は四半期純損失（△） 
（百万円）  △360  268  4,035

純資産額 （百万円）  －  70,609  71,538

総資産額 （百万円）  －  119,928  126,642

１株当たり純資産額 （円）  －    862.70  870.77

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額 

又は四半期純損失金額（△）

（円）  △4.47  3.33  49.22

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
（円）  －  －  49.22

自己資本比率 （％）  －  58.0  55.7

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  6,958  －  7,278

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  △4,597  －  △3,735

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  △411  －  △3,935

現金及び現金同等物の 

四半期末（期末）残高 
（百万円）  －  12,638  10,698

従業員数 （人）    －    4,144  4,379
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。  

  

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。  

  

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ている。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載してい

る。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年８月31日現在

従業員数（人） 4,144 [ ] 868

  平成21年８月31日現在

従業員数（人） 706 [ ] 265
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 当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その形態・単位等は必ずし

も一様でなく、また受注生産をとらない製品もあり、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あ

るいは数量で示すことはしていない。 

 このため生産、受注及び販売の状況については「４ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」

における、各事業の種類別セグメント業績に関連付けて示している。 

  

  当第３四半期連結会計期間において、事業等のリスクに重要な変更はない。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。  

  

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結会計期間における経済環境は、足元では輸出など一部持ち直しの兆しが見られたものの、企

業収益の低迷や雇用情勢の悪化、個人消費の低迷が続き、引き続き厳しい状態で推移した。  

 当第３四半期連結会計期間の連結業績は、経済環境の低迷に影響を大きく受け、売上高189億円余、経常利益9億

円余、四半期純利益2億円強となった。 

 事業の種類別セグメントの概況は以下の通りである。 

  

①衣料繊維事業 

 売糸は、第３四半期に入り販売価格に回復の兆しが見られたものの、織物用糸・編物用糸ともに産地需要の低

迷による受注量の不振が続き、大幅な減収となった。 

学校向け制服用素材は、第３四半期がオフシーズンにあたり販売量が低調となるなか、流通段階における在

庫調整の影響もあって、微減収となった。官公庁向け制服用素材は、官公庁の予算削減による制服更改の延期の

動きが続き、減収となった。 

 一般企業向け制服素材は、引き続き企業業績の回復が鈍く、制服更改を延期する動きのなか、減収となった。

メンズ・レディース向け素材並びに衣料製品は、第３四半期に入り最終小売での低価格化が更に進んだことも影

響し、大幅な減収となった。 

 海外向け事業は、アジア向け販売が増収となったが、来年夏物商戦において、特に米国向けで低価格化指向と

非ウール化が著しくなり、全体では減収となった。 

 以上の結果、衣料繊維事業の当第３四半期連結会計期間の売上高は87億円余となった。 

   

②資材事業 

産業用資材は、第２四半期の後半からエコカー・薄型テレビ向け資材が増加し流通段階での在庫調整も進展

するなど一部分野に回復の兆しが見られるが、依然として全般的な景況は厳しく、前期の水準までには至らず、

糸・紐・フェルト・不織布とも、減収となった。 

カーペットは、業務用途向け・家庭用途向けともに景況悪化から引き続き厳しい状況となり、減収となっ

た。 

生活用資材のうち、ラケットスポーツ用品は昨年来の新企画・新商品投入効果により、国内販売は増収とな

ったものの、海外マーケットは引き続き需要減退の影響を受け、全体では減収となった。釣具も個人消費の落ち

込みなど国内・輸出とも厳しい環境が続き、減収となった。 

以上の結果、資材事業の当第３四半期連結会計期間の売上高は32億円余となった。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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③エンジニアリング事業 

 一部でエネルギー・電気自動車関連設備の受注が出てきたものの、いずれの分野も企業における設備投資が減

少した影響から、大幅な減収となった。 

 以上の結果、エンジニアリング事業の当第３四半期連結会計期間の売上高は8億円余となった。 

  

④開発事業 

商業施設運営事業は、「ニッケパークタウン」が５月に発生した新型インフルエンザの影響を引きずり減収

となったものの、「ニッケコルトンプラザ」が５月２日にリニューアルオープンし入館者数及び売上を順調に伸

ばしたことにより、全体では増収となった。 

不動産事業は、昨今の経済環境の悪化から、テナントの撤退や賃料引下げ要請が続き、新規賃貸案件も少な

く、減収となった。 

以上の結果、開発事業の当第３四半期連結会計期間の売上高は21億円弱となった。 

  

⑤コミュニティサービス事業 

スポーツ事業は、インドアテニススクールでは新規入会者の獲得が難しい状況が続き減収となったが、ゴル

フコース及び練習場においては、ゴルフ界で若手や女子のプロ選手が活躍するなど明るい話題が多く、入場者は

前期比で増加し、増収となった。 

介護事業は、デイサービス事業・小規模居宅介護事業ともに利用者が順調に伸びたことにより、増収となっ

た。 

アミューズメント事業は、個人消費の冷え込みが厳しく、減収となった。 

携帯電話販売事業は、割賦販売への移行から買い替えサイクルが長期化し、端末販売の低迷から、減収とな

った。 

以上の結果、コミュニティサービス事業の当第３四半期連結会計期間の売上高は29億円強となった。 

  

⑥生活流通事業 

寝装品は、百貨店や専門店などでの消費の冷え込みが続き、業務用膝掛毛布の受注も苦戦したため、減収と

なった。 

手編毛糸は、春夏物の新製品は好調に推移したが、販売単価が下落し、減収となった。 

馬具・乗馬用品は、取扱商品の見直しなどを実施したが、海外市場が冷え込み、国内市場も低調に推移した

ため、減収となった。ペットフードは昨年に値上げを実施し新価格も定着してきたが、市場全体での低価格指向

が拡大するなか、減収となった。 

以上の結果、生活流通事業の当第３四半期連結会計期間の売上高は11億円余となった。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期連結会計期間末に

比べ 億円弱減少し 億円余となった。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間の営業活動による資金収入は、売上債権の減少等により、 億円余となった。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間の投資活動による資金支出は、有価証券の取得による支出及び固定資産の取得による

支出等により、 億円弱となった。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間の財務活動による資金支出は、短期借入金の減少及び配当金の支払等により、 億円

強となった。 

  

12 126

51

25

38
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はない。 

 なお、当社は「会社の支配に関する基本方針」を定めており、その内容は以下の通りである。 

  

（株式会社の支配に関する基本方針)  

○基本方針の内容 

 当社は、最終的に会社の財務および事業の方針の決定を支配するのは、株主であると考えている。 

 そして株主は、資本市場での株式の自由な取引を通じて決まるものと考えている。したがって、会社の経営

支配権の移転を伴う株式の買付提案に応じるか否かの最終的な判断は、株主に委ねられるべきものと考えてい

る。 

 しかし、株式の大量取得行為や買付提案の中には、 

①株主が適切な判断を行うために必要な情報が十分に提供されない場合 

②当社の経営に参加する意思はなく、単に株価を吊り上げて高値で株式を引き取らせる目的の場合 

③知的財産権、ノウハウ、企業秘密、顧客等の当社の財産を大規模買付者やそのグループ会社等に移譲させる

目的の場合 

④当社の資産を大規模買付者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する目的の場合 

⑤不動産や有価証券等の高額資産を処分させ、その利益で一時的な高配当をさせたり、高配当による株価急上

昇の際に、株式を高値で売り抜ける目的の場合 

⑥株主の判断の機会または自由を制約し、株式の売却を事実上、強要するおそれがある場合 

 など、その目的等から当社の企業価値および株主共同の利益を著しく損なう等、当社に回復し難い損害をも

たらすと判断される場合があることが想定される。 

 当社は、このような行為を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切である

と考えている。 

 したがって、そのような行為に対しては、当社取締役会が原則として何らかの対抗措置を講じることを基本

方針としている。 

○基本方針の実現に資する取り組み 

①「ＮＮ120第一次（2009～2011）中期経営計画」の遂行 

 当社グループは、グループの中長期ビジョン（ＮＮ120ビジョン）の実現に向けて、2009年度を初年度と

する「ＮＮ120第一次（2009～2011）中期経営計画」を策定しており、想定外の経営環境に直面する中で、

計画最終年度には2008年度実績を上回ることを目標としている。    

②コーポレートガバナンスへの取り組み 

 当社は、常に株主利益の立場に立ち「経営監視の仕組み」と「最適な経営者を選定する仕組み」を構築す

ることを企業統治の主眼としている。そうした観点により、取締役会議長を代表権のない取締役とし、取締

役の任期を１年に短縮した。また、アドバイザリーボードを設置し、指名・報酬に関わる業務を確立すると

ともに、社外の識者からの経営監視ならびに経営アドバイスを取り入れる仕組みを導入した。その他、執行

役員制度の導入、社外取締役の招聘、買収防衛策の合理性・公正さを確保するため特別委員会を設置するな

どの取り組みを行い、企業の透明性と経営の効率性を高めるとともに社会全体から高い信頼を得るべくコー

ポレートガバナンスの更なる強化充実に努めている。 

③社会的責任への取り組み 

 企業が持続的に成長し発展していくためには「誠実な経営」であることとコンプライアンスレベルを超え

て「倫理的に行動すること」であることが不可欠であるとの認識のもと、全社員が法と社会規範を常に遵守

し企業市民としての責任を果たすとともに、これからも高い企業倫理を維持していくことが企業使命である

と考えている。 

④環境への取り組み 

 当社グループは「地球環境の保全」を企業経営における重要課題の一つと位置づけ2007年までに当社の製

造事業所全てと7つのグループ会社において環境管理システムの国際規格である「ＩＳＯ14001」を認証取得

した。また、ＣＯ２削減を目指すべく「省エネルギー・温暖化防止」「省資源・リサイクル促進」「環境汚

染防止」をテーマとした環境保全に取り組んでいる。今後も引き続き持続可能な社会の実現に向けて貢献し

てく所存である。 

⑤株主還元策の取り組み 

 当社グループは一貫して株主の利益を重要な課題の一つと考え経営にあたっており、配当については30年

以上にわたり無配・減配することなく実施し、今後も利益水準に応じて持続的に配当水準を引き上げていく

方針である。 
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○基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止する取り

組み 

 当社は、平成19年２月27日開催の第176回定時株主総会において、株主の承認を受け、「当社株式の大規模

買付行為に関する対応方針（買収防衛策）」（以下「旧プラン」という。）を導入した。その後も当社は「株

式会社の支配に関する基本方針」に則り、当社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上の観点から、旧

プランのあり方につき引き続き検討を重ね、平成21年２月26日開催の第178回定時株主総会において、株主の

承認を受け、旧プランを修正した新たな「当社株式の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）」（以下

「本プラン」という。）を継続導入した。 

 本プランは、大規模買付行為に対して一律に対抗措置を発動するものではなく、株主共同の利益および企業

価値の確保・向上の観点から、株主が大規模買付行為に応じるか否かの最終的な判断を適切に行うことができ

るために、大規模買付者ならびに当社取締役会から必要十分な情報が提供され、更には十分な熟慮期間が確保

されるよう、大規模買付ルールを定めている。 

①本プランが対象とする大規模買付 

当社が発行する株券等について保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付 

②本プランの概要 

ⅰ)大規模買付ルールの概要 

ア)大規模買付者に対する情報提供の要請 

 買付行為に先立ち、大規模買付者には、当社取締役会に対し株主の判断および当社取締役会の評価検討

のために必要かつ十分な大規模買付情報の提供を要請する。 

イ)取締役会による評価検討 

 当社取締役会は、大規模買付者による大規模買付情報の提供が完了した後、最長90日を上限として取締

役会評価期間を設定する。当該期間内に、当社取締役会は提供された大規模買付情報を十分に評価検討

し、取締役会としての意見等を取りまとめ公表する。なお、大規模買付行為は、当該評価期間後にのみ開

始されるべきものとする。 

ⅱ)大規模買付行為がなされた場合の対応 

ア)大規模買付ルールが遵守されない場合 

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、当社取締役会は、その責任において企業価値

および株主共同の利益の維持・向上を目的として、新株予約権の無償割当てその他法令および当社定款が

取締役会の権限として認める措置の発動を決議する。 

イ)大規模買付ルールが遵守された場合 

 当社取締役会は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、原則として対抗措置の発動を

行わない。但し、当該大規模買付が本プランに定める類型に該当し、当社の企業価値および株主共同の利

益を著しく損なう等、当社に回復しがたい損害をもたらすものと認められる場合には、当社取締役会は対

抗措置を発動する決議をすることがある。 

○前記取り組みが基本方針に従い、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、当社経営者の保身を図るもの

ではないことについて 

①恣意的な対抗措置発動の防止 

 当社は、対抗措置の発動等を含む本プランの運用に関する決議および勧告を客観的に行うため、当社の業

務執行を行う経営陣から独立している当社の社外取締役、社外監査役から構成された特別委員会を設置す

る。また、本プランは合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されてお

り、当社取締役会による恣意的な発動を防止し、透明な運営が行われる仕組みを確保している。 

②株主意思の反映 

 本プランは定時株主総会において、株主により導入の決議がなされた場合に発効するものである。なお本

プランには有効期間を3年間とするサンセット条項を付しているが、その期間内に本プランを廃止する旨の

株主総会決議、取締役会決議がなされた場合には、本プランはその時点で廃止されることとなる。当社取締

役の任期は１年であり、取締役の選任を通じて株主の意思を反映することが可能である。このように、本プ

ランはデッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではなく、本プランの導入および廃止には株

主の意思が十分反映される仕組みとなっている。 

  

(4) 研究開発活動 

 当第３四半期連結会計期間における当社グループ（当社及び連結子会社）の研究開発費は 百万円である。 

 なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。  
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(1) 主要な設備の状況 

   当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。  

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

  当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項なし。 

  

 該当事項なし。 

  

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握していな

い。  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  192,796,000

計  192,796,000

種類 
第３四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成21年８月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成21年10月15日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  88,478,858  88,478,858
東京・大阪 

（以上市場第一部）

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式。また

１単元の株式数は1,000株で

ある。  

計  88,478,858  88,478,858 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

（百万円） 

資本金残高
  

（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成21年６月１日～

平成21年８月31日 
 －  88,478,858  －  6,465  －  5,064

（５）【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年５月31日）に基づく株主名簿による記載をしている。 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】  

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 

普通株式 
          7,881,000

― 
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式 

(相互保有株式) 

普通株式           ― 
                 

― 同上 

完全議決権株式(その他) 
普通株式   

         79,009,000
 79,009 同上 

単元未満株式 
普通株式  

           1,588,858
― 同上 

発行済株式総数  88,478,858 ― ― 

総株主の議決権 ―  79,009 ― 

  平成21年５月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株) 

他人名義
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％) 

(自己保有株式)           

日本毛織㈱ 
神戸市中央区明石町
47番地  7,881,000 ―  7,881,000  8.91

計 ―  7,881,000 ―  7,881,000  8.91

２【株価の推移】

月別 
平成20年 
12月 

平成21年 
１月 

  
２月 

  
３月 

  
４月 

  
５月 

  
６月 

  
７月 

  
８月 

最高（円）  699  629  631  684  622  603  699  736  742

最低（円）  591  525  523  516  556  555  561  648  675

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。なお、第１四半期連結会計期間

（平成20年12月１日から平成21年２月28日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一

部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の

四半期連結財務諸表規則を適用している。  

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年６月１日から

平成21年８月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年12月１日から平成21年８月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、大阪監査法人による四半期レビューを受けている。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年11月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,862 10,824

受取手形及び売掛金 18,753 ※3  27,450

有価証券 1,894 246

商品及び製品 15,965 17,668

原材料及び貯蔵品 2,110 2,407

仕掛品 5,792 7,037

繰延税金資産 1,591 1,250

その他 1,847 1,315

貸倒引当金 △148 △180

流動資産合計 60,669 68,019

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 24,384 22,672

機械装置及び運搬具（純額） 4,977 5,642

土地 5,373 5,392

建設仮勘定 183 1,456

その他（純額） 575 614

有形固定資産合計 ※1  35,494 ※1  35,778

無形固定資産   

のれん ※4  54 ※4  87

その他 410 352

無形固定資産合計 464 439

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2, ※5  16,149 14,324

長期貸付金 254 261

破産更生債権等 668 230

長期前払費用 109 117

前払年金費用 5,138 5,402

繰延税金資産 517 520

その他 1,177 1,822

貸倒引当金 △716 △273

投資その他の資産合計 23,298 22,405

固定資産合計 59,258 58,623

資産合計 119,928 126,642
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年11月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 8,027 ※3  13,596

短期借入金 16,565 17,028

1年内償還予定の社債 488 374

未払法人税等 479 1,153

繰延税金負債 － 3

引当金 699 －

その他 4,339 6,127

流動負債合計 30,599 38,283

固定負債   

社債 950 933

長期借入金 2,542 682

繰延税金負債 2,203 1,437

退職給付引当金 3,166 4,102

役員退職慰労引当金 79 138

長期預り敷金保証金 8,904 9,154

その他 871 371

固定負債合計 18,719 16,820

負債合計 49,318 55,104

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,465 6,465

資本剰余金 4,541 4,542

利益剰余金 59,919 61,760

自己株式 △4,323 △4,094

株主資本合計 66,603 68,675

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,079 1,914

繰延ヘッジ損益 38 △26

為替換算調整勘定 △194 △73

評価・換算差額等合計 2,922 1,814

少数株主持分 1,082 1,048

純資産合計 70,609 71,538

負債純資産合計 119,928 126,642
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年12月１日 
 至 平成21年８月31日) 

売上高 60,811

売上原価 47,278

売上総利益 13,532

販売費及び一般管理費 ※1  11,523

営業利益 2,009

営業外収益  

受取利息 77

受取配当金 290

受取賃貸料 52

その他 245

営業外収益合計 666

営業外費用  

支払利息 244

為替差損 231

その他 386

営業外費用合計 862

経常利益 1,813

特別利益  

現金受贈益 115

投資有価証券売却益 3

特別利益合計 119

特別損失  

たな卸資産評価損 801

固定資産売却損 23

投資有価証券売却損 3

投資有価証券評価損 24

事業構造改善費用 378

店舗リニューアル費用 815

特別損失合計 2,047

税金等調整前四半期純損失（△） △115

法人税、住民税及び事業税 586

法人税等調整額 △397

法人税等合計 189

少数株主利益 54

四半期純損失（△） △360
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年６月１日 

 至 平成21年８月31日) 

売上高 18,939

売上原価 14,363

売上総利益 4,575

販売費及び一般管理費 ※1  3,845

営業利益 730

営業外収益  

受取利息 17

受取配当金 160

受取賃貸料 15

その他 69

営業外収益合計 263

営業外費用  

支払利息 73

為替差損 △83

その他 97

営業外費用合計 87

経常利益 906

特別損失  

投資有価証券評価損 △10

事業構造改善費用 302

特別損失合計 291

税金等調整前四半期純利益 615

法人税、住民税及び事業税 216

法人税等調整額 81

法人税等合計 297

少数株主利益 48

四半期純利益 268
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年12月１日 

 至 平成21年８月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △115

減価償却費 2,850

のれん償却額 32

貸倒引当金の増減額（△は減少） 46

退職給付引当金の増減額（△は減少） △60

前払年金費用の増減額（△は増加） 264

受取利息及び受取配当金 △368

支払利息 244

持分法による投資損益（△は益） 27

現金受贈益 △115

投資有価証券売却損益（△は益） △0

投資有価証券評価損益（△は益） 24

固定資産売却損益（△は益） 23

固定資産除却損 590

売上債権の増減額（△は増加） 8,498

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,945

仕入債務の増減額（△は減少） △5,099

その他 △1,832

小計 7,957

利息及び配当金の受取額 390

利息の支払額 △244

法人税等の支払額 △1,259

現金受贈による収入 115

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,958

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △32

定期預金の払戻による収入 133

有価証券の取得による支出 △2,594

有価証券の償還による収入 1,247

固定資産の取得による支出 △3,876

固定資産の売却による収入 51

投資有価証券の取得による支出 △15

投資有価証券の売却及び償還による収入 285

貸付けによる支出 △173

貸付金の回収による収入 427

その他 △50

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,597
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（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年12月１日 
 至 平成21年８月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,186

長期借入れによる収入 3,550

長期借入金の返済による支出 △938

社債の発行による収入 500

社債の償還による支出 △369

自己株式の売却による収入 7

自己株式の取得による支出 △237

配当金の支払額 △1,411

長期預り敷金及び保証金の受入による収入 847

長期預り敷金及び保証金の返還による支出 △1,111

その他 △62

財務活動によるキャッシュ・フロー △411

現金及び現金同等物に係る換算差額 19

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,968

現金及び現金同等物の期首残高 10,698

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 17

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △46

現金及び現金同等物の四半期末残高 12,638
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年８月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項の変更 

(1) 連結の範囲の変更 

 第１四半期連結会計期間より、安碧克（香港）有限公司は重要性が増したため、

連結の範囲に含めている。また、株式会社ニッケビクター、福島ソーイング株式会

社及び株式会社ヘイセイは重要性が低下したため、連結の範囲から除外している。 

  (2) 変更後の連結子会社の数  

43社  

２．持分法の適用に関する

事項の変更 

(1)持分法適用非連結子会社 

①持分法適用非連結子会社の変更 

 第２四半期連結会計期間より、福島ソーイング株式会社は重要性を増したため、

持分法適用の範囲に含めている。 

 当第３四半期連結会計期間より、福島ソーイング株式会社は他の連結子会社に吸

収合併されたため、持分法適用の範囲から除外している。 

②変更後の持分法適用非連結子会社数 

１社 

(2)持分法適用関連会社 

①持分法適用関連会社の変更 

該当事項はない。 

②変更後の持分法適用関連会社の数 

３社 

３．会計処理基準に関する

事項の変更 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産 

 第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基

準第９号 平成18年７月５日)を適用し、評価基準については、原価法から原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更している。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業

利益及び経常利益は 百万円減少、税金等調整前四半期純損失は 百万円増加して

いる。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。 

48 850

  (2) 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第18号 平成18年５月17日)を適用し、連

結決算上必要な修正を行っている。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業

利益及び経常利益は 百万円増加、税金等調整前四半期純損失が 百万円減少してい

る。また、期首の利益剰余金から 百万円を減算したことに伴い、利益剰余金が同

額減少している。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。 

0 0

15

  (3) リース取引に関する会計基準等の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっていたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計

基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月

30日改正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務

諸表から適用することができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間

からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっている。

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法

については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してい

る。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用して

いる。この変更による損益に与える影響はない。 
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 該当事項なし。 

  

  

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年８月31日） 

１．棚卸資産の評価方法   当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結

会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっている。

２．固定資産の減価償却費の

算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按

分して算定する方法によっている。 

３．法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の

算定方法 

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要な

ものに限定する方法によっている。 

 繰延税金資産の回収可能性に関しては、前連結会計年度末の検討において使用した将

来の業績予測やタックス・プランニングに、前連結会計年度末からの重要な一時差異の

変動を加味したものを使用する方法によっている。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年８月31日） 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

 当社及び国内連結子会社の機械装置については、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より耐用年数の見

直しを実施した。  

 これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は 百万円減少、経常利益は 百万円減少、税金等調整前四半

期純損失は 百万円増加している。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。 

136 144

144
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年８月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年11月30日） 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

百万円である。 74,440

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

百万円である。 76,806

※２ 担保資産 

 担保に供されている資産で、企業集団の事業の運営

において重要なものであり、かつ、前連結会計年度末

に比べて著しい変動が認められるものは、次の通りで

ある。 

投資有価証券 百万円674

―――――― 

―――――― ※３ 連結会計年度末日満期手形の会計処理については手

形の交換日をもって決済処理している。 

 なお、当連結会計年度の末日は銀行休業日であった

ため次の満期手形が連結会計年度末残高に含まれてい

る。 

  受取手形 百万円907

支払手形 百万円1,411

※４ のれん及び負ののれんの表示 

 のれん及び負ののれんは、相殺表示している。相殺

前の金額は次の通りである。 

※４ のれん及び負ののれんの表示 

 のれん及び負ののれんは、相殺表示している。相殺

前の金額は次の通りである。 

のれん 百万円107

負ののれん  52

差引  54

のれん 百万円148

負ののれん  65

差引  82

※５ 投資有価証券の消費貸借契約 

「投資有価証券」には消費貸借契約により貸し付けて

いる有価証券 百万円が含まれている。  93

――――――  

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年８月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りである。 

給料 百万円3,787

従業員賞与  806

退職給付費用  392

運賃・保管料  886

減価償却費  332

広告宣伝費  554

販売見本費  290

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年８月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りである。 

給料 百万円1,267

従業員賞与  283

退職給付費用  146

運賃・保管料  292

減価償却費  114

広告宣伝費  181

販売見本費  105
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当第３四半期連結会計期間末（平成21年８月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成20年12月１日 至

平成21年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式    88,478,858株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式     7,886,762株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項なし。 

  

４．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

  

(2)基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間 

末後となるもの。 

該当事項なし。 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年８月31日） 

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係（平成21年８月

31日現在） 

現金及び預金勘定 百万円12,862

有価証券勘定  1,894

計  14,757

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △224

償還期限が３ヶ月を超える債券等  △1,894

計  12,638

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年２月26日

定時株主総会 
普通株式 809 10 

平成20年 

11月30日 

平成21年 

２月27日 
利益剰余金 

平成21年７月10日

取締役会 
普通株式 644 8 

平成21年 

５月31日 

平成21年 

８月21日 
利益剰余金 
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当第３四半期連結会計期間（平成21年６月１日～平成21年８月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（平成20年12月１日～平成21年８月31日） 

（注）１ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

２ 各事業の内容 

(1）衣料繊維事業……毛糸・毛織物・縫製品等の繊維製品の製造・販売 

(2）資材事業  ……毛布・カーペット・不織布・フェルト等の繊維製品、テニス及びバドミントンガット等・釣

糸・産業資材の製造・販売 

(3）エンジニア 

  リング事業 ……産業用機械の製造・販売、電子・電気計測器及び制御装置の製造・販売 

(4）開発事業  ……ショッピングセンターの賃貸事業、不動産の建設・販売・賃貸 

(5）コミュニティ 

  サービス事業……ゴルフ・テニス・乗馬等のスポーツ事業、携帯電話の販売、介護サービス事業 

(6）生活流通事業……寝装品・馬具・乗馬・ペット用品・ペットフードの製造・販売 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  

  
衣料繊維 
 事業  

   
(百万円) 

  
資材事業 

  
  

(百万円) 

  
エンジニア
リング 
事業 

(百万円) 

  
開発事業 

  
  

(百万円) 

コミュ
ニティ 

サービス 
事業 

（百万円）

  
生活流通 
事業 
  

（百万円）

  
計 
  
  

（百万円） 

  
消去 

又は全社 
  

(百万円) 

  
連結 
  
  

（百万円）

売上高                   

(1)外部顧客

に対する 

売上高 

   8,723  3,238  815  2,080  2,955  1,125  18,939  －  18,939

(2)セグメン

ト間の内

部売上高

又は振替

高 

 70  9  1  365  10  6  464 ( )464  －

計  8,794  3,248  817  2,446  2,965  1,132  19,403 ( )464  18,939

営業利益又は

営業損失(△) 
 △50  150  △122  901  133  32  1,045 ( )315  730

  

  
衣料繊維 
 事業  

   
(百万円) 

  
資材事業 

  
  

(百万円) 

  
エンジニア
リング 
事業 

(百万円) 

  
開発事業 

  
  

(百万円) 

コミュ
ニティ 

サービス 
事業 

（百万円）

  
生活流通 
事業 
  

（百万円）

  
計 
  
  

（百万円） 

  
消去 

又は全社 
  

(百万円) 

  
連結 
  
  

（百万円）

売上高                   

(1)外部顧客

に対する 

売上高 

   29,890  9,367  3,496  5,715  8,525  3,815  60,811  －  60,811

(2)セグメン

ト間の内

部売上高

又は振替

高 

 215  40  32  1,073  31  24  1,417 ( )1,417  －

計  30,106  9,407  3,528  6,789  8,557  3,839  62,228 ( )1,417  60,811

営業利益又は

営業損失(△) 
 676  86  △339  2,218  296  25  2,963 ( )953  2,009
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３ 会計処理の方法の変更 

  （棚卸資産の評価に関する会計基準）  

   「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．(1) に記載の通り、第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用して

いる。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第３四半期連結累計期間の営業利益は「衣料

繊維」で 百万円減少している。 

  （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い） 

   「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．(2) に記載の通り、第１四半期連

結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第

18号 平成18年５月17日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第３四

半期連結累計期間の営業利益は「衣料繊維」で 百万円増加している。 

４ 追加情報 

  （有形固定資産の耐用年数の変更） 

 追加情報に記載の通り、当社及び国内連結子会社の機械装置については、法人税法の改正に伴い、第１四半

期連結会計期間より耐用年数の見直しを実施した。この変更に伴い、当第３四半期連結累計期間の営業利益

は、「衣料繊維」で 百万円、「資材」で 百万円、「生活流通」で 百万円それぞれ減少し、営業損失は

「エンジニアリング」で 百万円増加している。 

５  事業区分の方法の変更及び営業費用の配賦方法の変更 

 経営の基本戦略が共通する事業領域に合わせて事業全体を再編したことに伴い、第１四半期より事業区分の

方法を従来の「繊維」「非繊維」の２セグメントから「衣料繊維」「資材」「エンジニアリング」「開発」

「コミュニティサービス」「生活流通」の６セグメントに変更した。 

 また、各セグメントの状況をより適切に表すため、従来各セグメントに配賦していたグループ共通営業費用

（主に研究開発費、本社管理部門費）を配賦不能営業費用として、各セグメントには配賦せず、「消去又は全

社」に表示することとした。 

 なお、前年第３四半期連結累計期間の事業の種類別セグメント情報を、当第３四半期連結累計期間において

用いた事業区分の方法により区分すると次の通りである。 

  

前年第３四半期連結累計期間（平成19年12月１日～平成20年８月31日） 

  

  

48

0

75 55 0

6

  

  
衣料繊維 
 事業  

   
(百万円) 

  
資材事業 

  
  

(百万円) 

  
エンジニア
リング 
事業 

(百万円) 

  
開発事業 

  
  

(百万円) 

コミュ
ニティ 

サービス 
事業 

（百万円）

  
生活流通 
事業 
  

（百万円）

  
計 
  
  

（百万円） 

  
消去 

又は全社 
  

(百万円) 

  
連結 
  
  

（百万円）

売上高                   

(1)外部顧客

に対する 

売上高 

   37,469  13,005  5,641  5,406  8,794  4,444  74,761  －  74,761

(2)セグメン

ト間の内

部売上高

又は振替

高 

 437  94  59  603  33  64  1,292 ( )1,292  －

計  37,906  13,099  5,701  6,009  8,828  4,508  76,054 ( )1,292  74,761

営業利益又は

営業損失(△) 
 1,856  710  330  2,569  190  △231  5,426 ( )622  4,804
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当第３四半期連結会計期間（平成21年６月１日～平成21年８月31日）及び当第３四半期連結累計期間（平成20

年12月１日～平成21年８月31日）  

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、記載を省略している。 

  

当第３四半期連結会計期間（平成21年６月１日～平成21年８月31日）及び当第３四半期連結累計期間（平成20

年12月１日～平成21年８月31日）  

 海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略している。 

  

当第３四半期連結会計期間末（平成21年８月31日）  

  

１ 満期保有目的の債券で時価のあるものについて、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められるも

のはないため、記載を省略している。 

  

２ その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度

の末日に比べて著しい変動が認められる。 

  

 その他有価証券で時価のあるもの(平成21年８月31日) 

  

 デリバティブ取引の当第３四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認

められないため、記載していない。 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年６月１日 至 平成21年８月31日） 

 該当事項なし。  

  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

（有価証券関係）

区分 取得原価 (百万円)
四半期連結貸借対照表 

計上額 (百万円) 
差額 (百万円)

(1) 株式  8,344  13,526  5,181

合計  8,344  13,526  5,181

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益又は損失金額 

（注） １株当たり四半期純利益又は損失金額の算定上の基礎は、以下の通りである。 

  

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年８月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年11月30日） 

１株当たり純資産額 円862 70銭 １株当たり純資産額 円870 77銭

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年８月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年８月31日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） 円△4 47銭 １株当たり四半期純利益金額  円3 33銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載していない。 

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年８月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年８月31日） 

四半期純利益又は損失（△）（百万円）  △360  268

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は損失（△）（百万円）  △360  268

普通株式の期中平均株式数（千株）  80,616  80,595
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 該当事項なし。  

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年６月１日 至 平成21年８月31日）  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用している

が、当第３四半期連結会計期間末における当該リース取引残高は前連結会計年度末に比して著しい変動が認めら

れないため、記載していない。 

  

平成21年７月10日開催の取締役会において，平成21年５月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対

し，次の通り中間配当金の支払を決議した。 

  

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】

中間配当金総額  644百万円

１株当たり中間配当金 8円00銭

支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成21年８月21日
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 該当事項なし。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年10月13日

日本毛織株式会社 

取締役会 御中 

大阪監査法人 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 宮 本 富 雄  印 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 洲 﨑 篤 史  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本毛織株式会

社の平成20年12月１日から平成21年11月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年６月１日から平成

21年８月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年12月１日から平成21年８月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本毛織株式会社及び連結子会社の平成21年８月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 追記情報 

 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載の通り、会社及び国内連結子会社は棚卸資産の

評価に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により四半期連結財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以 上 

（注） １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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